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（別表２） 

 

証  明  基  準 
調査事項 添付書類 

項  目 基  準 

１．共同事業の協

調性・円滑性 

 

①  共同受注事業を１年以上行っており､証明申請日の前１年間において､

  相当程度の共同受注の実績があること。 

 

 

②  組合の定款において、組合員が自由脱退する場合の予告期間を１年と

していること。 

 

③  証明申請日の前１年間（２回目以降の申請（更新の申請を含む。以下

同じ。）の場合にあっては２年間）において、組合と組合員とが同一の

官公需の競争入札に応札したことがないこと。 

 

④  その他組合の共同事業に関し、組合員の協調裡に円滑に行われている

こと。 

 

 

 

 

該当事実の有無 

 

 

 

 

 

 

共同事業の遂行の状況 

ａ．登記簿謄本 

ｂ．定款 

ｃ．組合員名簿 

ｄ．直前２年間の工事経歴書 

ｅ．直前２年間の脱退組合員名と脱退の理由 

ｆ．直前２年間の脱退組合員が施工を担当した工事の

名称と被配分額 

ｇ．事業計画書 

ｈ．総会及び理事会の議事録（直前２年間のもの。た

だし、官公需適格組合証明申請（更新に係る証明申

請を含む。）並びに共同受注体制及び共同受注事業

に関するものに限る。） 

２．官公需の受注

に関する熱心度 

官公需の受注に関し、熱心な指導者がいること。 

 

官公需受注に関する指導者の有

無 

組合指導者の組合事業に関連する経歴書 

 

３．共同受注体制 

 

① 事務局役職員が次のようであること。 

イ． 公共性のある施設若しくは工作物又は多数の者が利用する施設若

しくは工作物に関する重要な建設工事であって、工事１件の請負代

金の額が３，５００万円（当該建設工事が建築一式工事である場合

にあっては、７，０００万円）以上のものを請け負おうとする組合

にあっては、常勤役職員が２名以上おり、当該役職員のうち１名以

上が技術職員であること。 

 

ロ． 上記以外の工事を請け負おうとする組合にあっては、事務局常勤

役職員が１名以上いること。 

 

 

②  組合独自の事務所を有していること。 

 

③  共同受注担当役員が定められていること。 

 

④  共同受注担当役員を含めた若干名をもって構成する共同受注委員会が

設置されていること。 

 

⑤  ①のイに掲げる組合にあっては､組合の役員及び技術者が中心となり､

事務局体制の確立の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．組合事務所一覧表 

ｂ．事務局役職員の一覧表（氏名及び担当業務、常勤

・非常勤の有無，組合による雇用関係の有無） 

ｃ．建設業の経営業務の管理責任者の経歴書 

ｄ．技術職員の資格を証明するもの又は実務経歴 

ｅ．役職員の雇用関係の有無が確認できるもの 

 

ｆ．組合事務所の所有又は賃借を証する書類の写し 

 

 

 

 

 

 

ｇ．共同受注委員会規約 

ｈ．共同受注委員会規約制定の決議書（総会議事録） 

ｉ．企画・調整委員会規約 

ｊ．企画・調整委員会規約制定の決議書(総会議事録) 

 

ｋ．官公需共同受注規約 
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証  明  基  準 
調査事項 添付書類 

項  目 基  準 

共同受注に係る工事の施工の基本方針等についての総合的な企画及び調

整を行う企画・調整委員会が設置されていること。 

 

 

⑥  次の内容を有する官公需共同受注規約が定められていること。 

  イ．組合が受注しようとする工事の種類及び規模 

 

  ロ．共同受注に係る工事についての具体的かつ公正な配分基準 

 

  ハ．組合技術職員が共同受注に係る工事の現場において、施工組合員の

技術職員との密接な連絡の下に技術上の総合的な監督指導に当たる旨

｡ 

 

  ニ．組合の役員及び共同受注に係る工事を施工した組合員が当該工事に

関し連帯して責任を負う旨。 

 

  ホ．共同受注に係る工事を施工した組合員が脱退する場合には、当該案

件に関し脱退後においても連帯して責任を負う旨の取決めを組合との

間で交わす旨。 

 

⑦  ④の共同受注委員会及び⑤の企画･調整委員会が適正に運営が行われ

⑥の共同受注規約に従って組合運営が行われていること（２回目以降の 

申請の場合。）。 

 

⑧  共同受注に係る工事に関する検査体制が確立されていること。 

 

⑨  その他共同受注体制に関し､問題があると認められるものでないこと｡

 

 

 

 

 

共同事業の遂行の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．共同受注委員会の運営の状況

Ⅱ．企画・調整委員会の運営の状

況 

Ⅲ．配分の状況 

Ⅳ．組合の技術職員による監督・

指導の状況 

Ⅴ．実際の責任体制の確立の状

況、検査体制の確立の状況 

 

ｌ．官公需共同受注規約制定の決議書（総会議事録） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｍ．直前２年間の配分状況 

 

 

ｎ．共同受注検査規約 

ｏ．共同受注検査委員会規約（検査委員会を設置して

いる場合） 

ｐ．建設業許可書の写し（取得している場合） 

４．経理的基礎 

 

①  組合運営を円滑に遂行するに足りる経常的収入があること。 

 

②  自己資本、資金調達力、欠損状況その他の観点からみて工事を履行す

るに足りる経理的基礎を有すると認められること。 

 

③  その他経理的基礎又は金銭的信用の面で問題があると認められるもの

でないこと。 

 

 ａ．決算関係書類 

ｂ．収支予算書 

 

５．その他 ①  組合又は組合員に予算決算及び会計令第７１条第１項各号に該当する  要領を理解する旨並びに１．③、５．①及び②の事項
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証  明  基  準 
調査事項 添付書類 

項  目 基  準 

 事実がないこと。 

 

② 以下に該当する事実がないこと。 

組合若しくは組合員が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団を

いう。）であること若しくは組合の役員等（代表者、理事等経営に実質

的に関与している者をいう。）が暴力団員（同法第２条第６号）である

こと又は組合の役員等が暴力団の維持、運営に協力・関与しているなど

社会的に非難されるべき関係を有していること。 

 

③  その他組合の共同事業の遂行、組合及び組合員の労働福祉の状況、社

会的信用その他の面で著しい問題があると認められるものでないこと。

 

④  官公需の受注に関し中小企業団体中央会の指導を受けていること。 

 

 

 

 

 

 

該当事実の有無 

 

 

 

 

 

 

 

指導の状況 

 

についての誓約書 

 

 

 

 

 


